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議案第３４号 

   射水市職員の特殊勤務手当に関する条例及び射水市消防職員  

特殊勤務手当支給条例の一部改正について  

 射水市職員の特殊勤務手当に関する条例及び射水市消防職員特殊勤務手当

支給条例の一部を次のように改正する。  

  令和２年５月８日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号  

   射水市職員の特殊勤務手当に関する条例及び射水市消防職員  

特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例  

 （射水市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正）  

第１条 射水市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１７年射水市条例第４

５号）の一部を次のように改正する。  

  附則に次の２項を加える。  

  （感染症予防手当及び病院感染症予防等手当の特例）  

３ 職員が、新型コロナウイルス感染症（新型コロナウイルス感染症を指定

感染症として定める等の政令（令和２年政令第１１号）第１条に規定する

ものをいう。以下この項及び次項において同じ。）に感染するおそれのあ

る区域として市長が定めるものにおいて、新型コロナウイルス感染症から

市民の生命及び健康を保護するために緊急に行われた措置に係る作業で

あって市長が定めるものに従事したときは、防疫等作業手当を支給する。

この場合において、別表中感染症予防手当又は病院感染症予防等手当の規

定は適用しない。  

４ 前項の手当の額は、作業に従事した日１日につき、３ ,０００円（新型  

コロナウイルス感染症の患者若しくはその疑いのある者の身体に接触し  
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て又はこれらの者に長時間にわたり接して行う作業その他市長がこれに  

準ずると認める作業に従事した場合にあっては、４ ,０００円）とする。  

 （射水市消防職員特殊勤務手当支給条例の一部改正）  

第２条 射水市消防職員特殊勤務手当支給条例（平成１７年射水市条例第１９

６号）の一部を次のように改正する。  

  附則に次の１項を加える。  

  （防疫等作業手当）  

３ 射水市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１７年射水市条例第４５  

号）附則第３項及び第４項に定める防疫等作業手当の規定は、消防職員に

準用する。  

   附 則  

この条例は、公布の日から施行し、令和２年２月１日から適用する。  
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報告第  ２  号  

   専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令

和元年度射水市病院事業会計補正予算（第３号）を別冊のとおり専決処分した

ので、同条第３項の規定により、これを報告し、承認を求める。 

  令和２年５月８日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  
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報告第  ３  号  

   専決処分の承認を求めることについて  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次

のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により、これを報告し、承認を

求める。  

  令和２年５月８日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  

 

専決処分第  ２  号  

射水市市税条例及び射水市市税条例等の一部を改正する条例の    

一部改正について  

射水市市税条例及び射水市市税条例等の一部を改正する条例の一部を次の

ように改正する。  

  令和２年３月３１日 専決処分  

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第１５号  

   射水市市税条例及び射水市市税条例等の一部を改正する条例の  

一部を改正する条例  

 （射水市市税条例の一部改正）  

第１条 射水市市税条例（平成１７年射水市条例第７８号）の一部を次のよう

に改正する。  

  第３６条の３の２の見出し中「扶養親族等申告書」を「扶養親族申告書」

に改め、同条第１項第３号を削り、同項第４号を同項第３号とする。  

第３６条の３の３の見出し中「扶養親族等申告書」を「扶養親族申告書」

に改め、同条第１項中「若しくは単身児童扶養者である者」を削り、同項第
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３号を削り、同項第４号を同項第３号とする。  

第４８条第２項中「第６６条の７第４項及び第１０項」を「第６６条の７

第５項及び第１１項」に改める。  

第５４条第２項中「登録されている」を「登録がされている」に改め、同

条第４項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」に改め、

「これを」を削り、「課する」を「課することができる」に改め、同項に後

段として次のように加える。  

この場合において、市は、当該登録をしようとするときは、あらかじめ、

その旨を当該使用者に通知しなければならない。  

第５４条第５項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」

に、「登録されている」を「登録がされている」に、「みなす」を「みなす

ことができる」に改め、同条第６項中「によって」を「により」に、「第４

９条の２」を「第４９条の３」に、「みなす」を「みなすことができる」に

改め、同条第７項中「第１０条の２の１２」を「第１０条の２の１５」に改

める。  

  第６１条第９項及び第１０項中「第３４９条の３第１２項」を「第３４９

条の３第１１項」に改める。  

第６１条の２の見出し及び同条第１項中「第３４９条の３第２８項」を「第

３４９条の３第２７項」に改め、同条第２項中「第３４９条の３第２９項」

を「第３４９条の３第２８項」に改め、同条第３項中「第３４９条の３第３

０項」を「第３４９条の３第２９項」に改める。  

 第９６条第３項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「第１項（法 

第４６９条第１項第３号又は第４号に係る部分に限る。）」に、「第１６条 

の２の３」を「第１６条の２の３第２項」に、「提出しない場合には、適用 

しない」を「提出している場合に限り、適用する」に改め、同項を同条第３ 

項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。  
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２ 前項（法第４６９条第１項第１号又は第２号に係る部分に限る。）の規

定は、卸売販売業者等が、同条第１項第１号又は第２号に掲げる製造たば

この売渡し又は消費等について、第９８条第１項又は第２項の規定による

申告書に前項（法第４６９条第１項第１号又は第２号に係る部分に限る。）

の適用を受けようとする製造たばこに係るたばこ税額を記載し、かつ、施

行規則第１６条の２の３第１項に規定する書類を保存している場合に限

り、適用する。  

第９８条第１項中「第９６条第２項」を「第９６条第３項」に改める。  

  附則第８条第１項中「令和３年度」を「令和６年度」に改める。  

附則第１０条中「又は法附則第１５条」を「又は附則第１５条」に改める。  

附則第１０条の２第２項を削り、同条第３項中「附則第１５条第２項第６

号」を「附則第１５条第２項第５号」に改め、同項を同条第２項とし、同条

第４項中「附則第１５条第２９項」を「附則第１５条第２６項」に改め、同

項を同条第３項とし、同条第５項中「附則第１５条第３０項第１号」を「附     

則第１５条第２７項第１号」に改め、同項を同条第４項とし、同条第６項中

「附則第１５条第３０項第２号」を「附則第１５条第２７項第２号」に改め、

同項を同条第５項とし、同条第７項中「附則第１５条第３０項第３号」を「附

則第１５条第２７項第３号」に改め、同項を同条第６項とし、同条第８項中

「附則第１５条第３１項第１号」を「附則第１５条第２８項第１号」に改め、

同項を同条第７項とし、同条第９項中「附則第１５条第３１項第２号」を「附

則第１５条第２８項第２号」に改め、同項を同条第８項とし、同条第１０項

中「附則第１５条第３３項第１号イ」を「附則第１５条第３０項第１号イ」

に改め、同項を同条第９項とし、同条第１１項中「附則第１５条第３３項第

１号ロ」を「附則第１５条第３０項第１号ロ」に改め、同項を同条第１０項

とし、同条第１２項を削り、同条第１３項中「附則第１５条第３３項第１号

ニ」を「附則第１５条第３０項第１号ハ」に改め、同項を同条第１１項とし、
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同条第１４項中「附則第１５条第３３項第１号ホ」を「附則第１５条第３０

項第１号ニ」に改め、同項を同条第１２項とし、同条第１５項中「附則第１

５条第３３項第２号イ」を「附則第１５条第３０項第２号イ」に改め、同項

を同条第１３項とし、同条第１６項中「附則第１５条第３３項第２号ロ」を

「附則第１５条第３０項第２号ロ」に改め、同項を同条第１４項とし、同項

の次に次の１項を加える。  

１５ 法附則第１５条第３０項第２号ハに規定する設備について同号に規

定する市町村の条例で定める割合は４分の３とする。  

附則第１０条の２第１７項中「附則第１５条第３３項第３号イ」を「附則

第１５条第３０項第３号イ」に改め、同項を同条第１６項とし、同条第１８  

項中「附則第１５条第３３項第３号ロ」を「附則第１５条第３０項第３号ロ

に改め、同項を同条第１７項とし、同条第１９項中「附則第１５条第３３項

第３号ハ」を「附則第１５条第３０項第３号ハ」に改め、同項を同条第１８

項とし、同条第２０項中「附則第１５条第３８項」を「附則第１５条第３４

項」に改め、同項を同条第１９項とし、同条第２１項中「附則第１５条第４

４項」を「附則第１５条第３８項」に改め、同項を同条第２０項とし、同条

第２２項中「附則第１５条第４５項」を「附則第１５条第３９項」に改め、

同項を同条第２１項とし、同条第２３項中「附則第１５条第４７項」を「附

則第１５条第４１項」に改め、同項を同条第２２項とし、同項の次に次の１

項を加える。  

２３ 法附則第１５条第４７項に規定する市町村の条例で定める割合は３

分の２とする。  

附則第１２条、第１３条及び第１５条第１項中「又は法」を「又は」に改

める。  

附則第１７条の２第１項及び第２項中「令和２年度」を「令和５年度」に

改める。  
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（射水市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正）  

第２条 射水市市税条例等の一部を改正する条例（令和元年射水市条例第２０

号）の一部を次のように改正する。  

第２条のうち、射水市市税条例第２４条第１項第２号の改正規定を削る。 

附則第１条第３号を次のように改める。  

⑶ 削除  

附則第１条第４号中「（前号に掲げる改正規定を除く。）」を削る。  

附則第３条を次のように改める。  

第３条 削除  

   附 則  

（施行期日）  

第１条 この条例は、令和２年４月１日から施行する。  

（市民税に関する経過措置）  

第２条 別段の定めがあるものを除き、第１条の規定による改正後の射水市市

税条例（以下「新条例」という。）の規定中個人の市民税に関する部分は、

令和２年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和元年度分まで

の個人の市民税については、なお従前の例による。  

２ 新条例第３６条の３の２第１項の規定は、この条例の施行の日（以下「施  

行日」という。）以後に支払を受けるべき同項に規定する給与について提出  

する同項及び同条第２項に規定する申告書について適用する。  

３ 新条例第３６条の３の３第１項の規定は、施行日以後に支払を受けるべき  

所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２０３条の６第１項に規定する公的  

年金等（同法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。）について  

提出する新条例第３６条の３の３第１項に規定する申告書について適用す

る。  

（固定資産税に関する経過措置）  
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第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部

分は、令和２年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和元年度分  

までの固定資産税については、なお従前の例による。  

２ 新条例第５４条第４項の規定は、令和３年度以後の年度分の固定資産税に

ついて適用し、令和２年度分までの固定資産税については、なお従前の例に

よる。  

３ 平成３０年４月１日から令和２年３月３１日までの間に取得された地方

税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）第１条の規定による改

正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。次項及び第７項において「旧

法」という。）附則第１５条第２項に規定する施設又は設備に対して課する

固定資産税については、なお従前の例による。  

４ 平成３０年４月１日から令和２年３月３１日までの間に新たに取得され

た旧法附則第１５条第３３項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備

に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。  


